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別記様式第１号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和４～８年度 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 島根県地域水産業再生委員会 

代表者名 会 長  岸  宏 （漁業協同組合ＪＦしまね 代表理事会長） 

再生委員会の構成員 
漁業協同組合 JF しまね、島根県農林水産部、益田市、浜田市、江津

市、大田市、出雲市、松江市、隠岐の島町、西ノ島町、知夫村 

オブザーバー 無し 

※再生委員会規約及び推進体制の分かる資料を添付すること。

対象となる地域の範囲 

及び漁業の種類 

浜田地区（JF しまね浜田支所管内） 

漁業の種類：沖合底びき網（3 経営体）、まき網(2 経営体）、大型定置網

（2 経営体）、小型定置(1 経営体)、一本釣・採貝藻漁業等沿岸漁業（195

人） 

※令和４年３月現在（漁業協同組合 JF しまね調べ）

※策定時点で対象となる漁業者数も記載すること。

２ 地域の現状 

（１） 関連する水産業を取り巻く現状等

浜田地区は島根県西部に位置し、浜田市と江津市により構成されている。面する日本海には

対馬暖流による暖かな海水と「日本海固有水」、「底部冷水」といった冷たい海水が存在するため

暖水性から冷水性までの幅広い魚介類により漁場が形成されている。 

浜田市には県内最大の水揚量を誇る特定第三種漁港の浜田漁港があり、沖合底びき網、中

型まき網を中心に、定置網、一本釣、いか釣、採貝藻等の漁業が営まれ多種多様な魚介類が水

揚げされている。近年水揚量は減少傾向にあり、平成 2 年の水揚量 198 千トン、金額 116 億円を

ピークに、以降はマイワシ資源量の激減や沖合底びき網漁船・まき網漁船の減船等もあって令和

2 年には約 9 千トン、金額約 30 億円にまで落ち込んでいる。 

江津市は、海岸が主に砂浜により構成される単調な地形となっており、定置網を中心に一本

釣、採貝藻等の沿岸漁業が営まれている。水揚量は、昭和後期から平成初期にかけては 1 千ト

ンを超える水準で推移していたが、近年では 2～3 百トンの低水準で推移している。また現在の漁

業者数は浜田、江津合わせ地区全体で 203 経営体と往事の半数以下にまで減少している状況に

ある。

当地区の基幹産業である漁業は、地域の水産加工業及び流通業などの関連産業を含めた水

産業全体を支えて地域の経済に大きく貢献をしてきたが、水揚量の減少等に伴い非常に厳しい

状況に置かれている。これについては、漁獲物を保管する大型冷凍冷蔵庫の収容能力が低いた

め水揚量が多い場合に漁獲物を捌ききれないこと等、漁港としての能力不足も拍車をかける一因

となっている。これが仲買業者の購買力低下、ひいては地域全体の活力低下にもつながってい

る。 

当地区の漁獲物の水揚げ・流通の拠点となる浜田漁港については今まで施設全体の老朽化

が進行し、また、設計が古いため、鳥類・異物が自由に侵入し不衛生な状態であるほか、漁業種

類に応じた衛生管理対策が困難で漁獲物鮮度保持に悪影響が発生していた。このため、既存市
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場の高度衛生管理型市場への移行が必要であり、令和 2 年 4 月にまき網用の高度衛生管理型

市場が完成した。令和 4 年度中には沖合底びき網、いか釣、定置網、一本釣、陸送等を取り扱う

高度衛生管理型市場が完成予定であり、浜田漁港内の市場は全て高度衛生管理型市場となる。 

 また漁業者においても、魚価の低迷、漁船の老朽化に伴う修繕費の増大、燃油価格高騰等によ

り経営が大きく圧迫されている状況にある。このため漁獲物の鮮度保持等の取組みによる付加価

値向上、省燃油への取組みによるコスト削減等を軸としての収益性の改善が必要となっている。 

魚価低迷対策としては、浜田市が「浜田市水産物ブランド化戦略会議」を平成 14 年 3 月に立ち

上げており、マアジ・ノドグロ・カレイ類を「どんちっち」ブランドとして出荷することにより、特にマア

ジの魚価は上昇傾向となっている。また、平成２６年度より浜田漁港で水揚げされる魚の多様性

を活かすため、水揚げされるすべての魚を「山陰浜田港」ブランドとし、中でも季節毎に漁獲される

主要な魚種を「浜田港四季のお魚」としてＰＲしているところである。江津市では、定置網の経営体

が他に先駆けて漁獲物の高鮮度化や大消費地での販路拡大に取り組んでおり、その高品質な漁

獲物は市場関係者等から高い評価を受けている。 

その他、当地区では、とる漁業からつくり育てる漁業へと、また、資源管理型漁業への移行を目

指し、ヒラメ種苗の中間育成・放流を平成 7 年度より実施している。また、アワビ種苗の放流につ

いても浜田市においては平成 25 年度より、江津市においては平成 18 年度より実施している。 

（２） その他の関連する現状等

 中国地方最大の商圏である広島市とは高速道路の浜田道によって直結しており、１時間 15

分程度で往来が可能である。また、浜田漁港や浜田水産加工団地に隣接する浜田港は県内唯

一の国際港であり、海上輸送網の要となる「重要港湾」として国から指定されている。令和 3 年度

の貨物取扱量は輸移入 35.5 万トン、輸移出 9.8 万トンであり、県最大の海上物流拠点となってい

る。浜田市と江津市にまたがる県立石見海浜公園は、丘陵地と全長 3.5km に及ぶ砂浜からなり、

各種のマリンスポーツやレジャーを行うことが可能である。公園内には中四国最大級の水族館で

ある県立しまね海洋館アクアスもあり、海に関する学びの場としても機能している。このため当公

園は、県内のみならず広島等他県からも広く集客しており、当地区における重要な観光拠点とし

て機能している。 

一方で 65 歳以上人口割合は約 35％に達し高齢化が進んでいることから、特に一次産業にお

いては深刻な後継者不足が生じており、喫緊の対策が求められているところである。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１．漁業収入の向上 

①沿岸漁業および定置漁業
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魚価の向上を図る為、漁獲物の鮮度保持を推進・拡大することを目的とした技術研修会の開催

により、引き続き漁業者への技術普及に取り組む。また、水産技術センターの分析結果を基に殺

菌冷海水等を用いた温度管理や活け締めなど、鮮度保持による漁獲物の付加価値向上に必要

な取扱方法を検討する。併せて流通や消費者の需要を調査・確認し、より効果的に価格向上に資

する出荷規格を再検討することで、より一層の漁獲物の付加価値向上を図る。。 

また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組を行い、漁場環境

の保全を図る。 

②まき網漁業

漁獲から出荷までの一貫した温度管理等、漁獲物の鮮度保持による付加価値向上に取り組む

と共に、陸揚機能の迅速化、合理化を図る。 

③沖合底びき網漁業

冷海水の使用や船上での温度管理等、漁獲物の鮮度保持や付加価値向上等に総合的に取り

組むことにより収益性の改善を図る。高品質な漁獲物については販路拡大を進めていくことで魚

価単価の向上を図る。 

２．漁港能力の強化 

各種漁業で漁獲物の鮮度保持に取り組むことと併せて、水揚げ後の漁獲物を高鮮度状態で出

荷することが可能となる高鮮度衛生管理型市場（沖底等の漁獲物を取り扱う荷捌き施設）の整備

を行う。併せて、まき網漁船の水揚げ先指定による取扱量の分散化、境港の余剰漁獲物の浜田

港への陸送（冷凍して後日、餌料用途等として出荷する）、休日調整（浜田港と境港で休日が被ら

ない様に調整する）など、境港との連携をより一層強化するとともに、仲買業者の購買力強化へ

の支援も行う。これらにより水産物流通拠点としての体力強化を図り地域全体の活力を向上させ

る。 

３．漁業コスト削減 

 燃油価格が高騰するなかで、漁業経費に占める燃料費を節減することが重要であり、定期的な

船底清掃の実施と併せて出漁・帰港時ともに 1 ノットの減速航行を徹底することで燃油消費量を

削減し、漁業経営の改善に資する。 

 また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格の高騰に備える。 沖合底びき網漁業においては

漁業構造改革実証事業に基づき、省エネ漁具等の導入による省コスト化にも取り組む。 

漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

島根県漁業調整規則第 35 条（まき網等の漁具の網目規制による水産資源保護） 

島根県漁業調整規則第 37 条（ブリ等の小型魚の漁獲禁止、アワビ等の禁漁期間の設定による

水産資源保護） 

島根海区漁業調整委員会指示第 30－１号（定置漁業の保護区域の設定） 

（３）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

（具体的な取組内容については、取組の進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直す

事とする。） 

１年目（令和４年度） 所得向上（基準年比）１６．４％ 

漁業収入向上

のための取組 

【沿岸漁業、定置漁業】 

 鮮度保持に関しては前期にも浸透を図ったが、まだ漁業者への技術の浸透

と意識向上は十分と言えない。このことから、漁協は漁獲物の鮮度保持に関
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する技術研修会を開催してより一層の技術の浸透を図っていくほか、島根県

水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評価・分析を行い、これらの結

果を踏まえ、殺菌冷海水装置等を活用した温度管理、活け締め等の取組を検

討する。 

 また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組を

行い、漁場環境の保全を図る。 

【まき網漁業】 

まき網漁業者は、島根県水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評

価・分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理等の取組を検討する。 

【沖合底びき網漁業】 

 漁業構造改革実証事業に基づいて実施する漁獲物の高鮮度化とそのブラン

ド化（「沖獲れ一番」）について、島根県水産技術センターと連携しての漁獲物

の鮮度調査、仲買人からの意見聞き取り等を行い、その結果のフィードバック

と併せて鮮度保持技術に関する研修会を開催し技術の浸透を図る。また販路

を拡大していくためにポスターやチラシの配布、イベントへの出展等により漁

獲物の地元認知度向上を図っていく。  

【漁港能力の強化】    

年度内に沖合底びき網等を取り扱う高度衛生管理型市場が完成することを

踏まえ、荷捌き作業の省力化等、効果的な運用方法を検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

全漁船は定期的な船底清掃を実施することで漁船航行時の抵抗を軽減する

と共に、出漁、帰港時の減速航行（1 ノット）を徹底することで燃油消費量を節

減し漁業所得向上を図る。また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格の高

騰に備える。 

沖合底びき網漁業においては、漁具の軽量化・漁網の目合い拡大など低抵

抗製漁具の導入について、水産技術センターと協力して検討する。 

活用する支援

措置等 

・産地創生事業（県単）

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業

・水産流通基盤整備事業

・漁業経営セーフティネット構築等事業

・水産多面的機能発揮対策事業

２年目（令和５年度） 所得向上（基準年比）１７．１％ 

漁業収入向上

のための取組 

【沿岸漁業、定置漁業】 

 漁協は漁獲物の鮮度保持に関する技術研修会を開催して技術の浸透を図っ

ていくほか、島根県水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評価・分析

を行い、これらの結果を踏まえ、殺菌冷海水装置等を活用した温度管理、活け

締め等の取組の検討を継続して行う。 

 また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組を

継続し、漁場環境の保全を図る。 

【まき網漁業】 

まき網漁業者は、前年度の鮮度保持への評価検討を踏まえ、漁獲物の高鮮

度化を推進するとともに、ひき続き島根県水産技術センターと連携して漁獲物

の鮮度等の評価・分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理等の取組を

検討する。 

【沖合底びき網漁業】 

年度当初より運営が開始される高度衛生管理型市場における漁獲物の取り

扱い方法について、評価・分析を行い、省力化と鮮度保持の双方からより効果
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的な運用方法を検討する。また、漁業構造改革実証事業に基づいて実施する

漁獲物の高鮮度化とそのブランド化（「沖獲れ一番」）について、島根県水産技

術センターと連携しての漁獲物の鮮度調査、仲買人からの意見聞き取り等を

行い、その結果のフィードバックと併せて技術の浸透を図る。併せて、販路を拡

大していくために漁獲物の地元認知度向上を図っていく。 

【漁港能力の強化】                      

完成した高度衛生管理型市場を効率的に運用し、荷捌き作業の省力化を図

り、付加価値増大、魚価向上を目指す。 

漁業コスト削減

のための取組 

全漁船は、定期的な船底清掃を実施することで漁船航行時の抵抗を軽減する

と共に、出漁、帰港時の減速航行（1 ノット）を徹底することで燃油消費量を節

減し漁業所得向上を図る。また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格の高

騰に備える。 

沖合底びき網漁業においては、前年度の検討結果に基づき、低抵抗製漁具

の導入を行い、燃油使用量の削減に努める。 

活用する支援

措置等 

・産地創生事業（県単） 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業 

・漁業経営セーフティネット構築等事業 

・水産多面的機能発揮対策事業 

 

３年目（令和６年度） 所得向上（基準年比）１７．７％ 

漁業収入向上

のための取組 

【沿岸漁業、定置漁業】 

 漁協は漁獲物の鮮度保持に関する技術研修会を開催して技術の浸透を図っ

ていくほか、島根県水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評価・分析

を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理、活け締め等の取組の検討を継続

する。 

 特に定置漁業は、定期的に漁獲物の高鮮度化の状況を確認し、単価アップ

に向けた取組を強化する。 

 また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組を

継続し、漁場環境の保全を図る。 

【まき網漁業】 

まき網漁業者は前年度の鮮度保持への評価検討を踏まえ、漁獲物の高鮮

度化を推進するとともに、ひき続き島根県水産技術センターと連携して漁獲物

の鮮度等の評価・分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理等の取組を

検討する。 

【沖合底びき網漁業】 

高度衛生管理型市場における漁獲物の取り扱い方法について、昨年度の

検討を踏まえたうえで漁業者への周知徹底を図る。また、漁業構造改革実証

事業に基づいて実施する漁獲物の高鮮度化とそのブランド化（「沖獲れ一番」）

について、島根県水産技術センターと連携しての漁獲物の鮮度調査、仲買人

からの意見聞き取り等を行い、その結果のフィードバックと併せて技術の浸透

を図る。併せて、販路を拡大していくために漁獲物の地元認知度向上を図って

いく。                                          

【漁港能力の強化】                                  

高度衛生管理型市場を効率的に運用し、荷捌き作業の省力化を図り、付加

価値増大、魚価向上を目指す。また、まき網漁船の水揚げ先指定による取扱

量の分散化、境港の余剰漁獲物の浜田港への陸送、休日調整など、境港との

連携を強化し、価格形成力強化による魚価向上を目指す。 
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漁業コスト削減

のための取組 

全漁船は、定期的な船底清掃を実施することで漁船航行時の抵抗を軽減す

ると共に、出漁、帰港時の減速航行（1 ノット）を徹底することで燃油消費量を節

減し漁業所得向上を図る。また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格の高

騰に備える。 

沖合底びき網漁業においては、導入した低抵抗製漁具を使用して、引き続

き燃油消費量の削減に努める。 

活用する支援

措置等 

・産地創生事業

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業

・漁業経営セーフティネット構築等事業

・水産多面的機能発揮対策事業

４年目（令和７年度） 所得向上（基準年比）１８．４％ 

漁業収入向上の

ための取組 

【沿岸漁業、定置漁業】 

 漁協は漁獲物の鮮度保持に関する技術研修会を開催して技術の浸透を図

っていくほか、島根県水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評価・

分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理、活け締め等の取組を統一し

て導入し高鮮度化を図る。 

 特に定置漁業は、高鮮度化が進んだ漁獲物の市場評価を確認し、出荷物

の改善を検討する。 

 また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組

を継続し、漁場環境の保全を図る。 

【まき網漁業】 

まき網漁業者は前年度の鮮度保持への評価検討を踏まえ、漁獲物の高鮮

度化を推進するとともに、ひき続き島根県水産技術センターと連携して漁獲

物の鮮度等の評価・分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理等の取組

を検討する。 併せて消費者ニーズを確認し、それに合った出荷規格を検討

する。 

【沖合底びき網漁業】 

漁業構造改革実証事業に基づいて実施する漁獲物の高鮮度化とそのブラ

ンド化（「沖獲れ一番」）について、島根県水産技術センターと連携しての漁獲

物の鮮度調査、仲買人からの意見聞き取り等を行い、その結果のフィードバ

ックと併せて鮮度保持技術に関する研修会を開催し技術の浸透を図る。併せ

て、高度衛生管理型市場における漁獲物の取り扱い方法について引き続き

評価・分析を行い、結果を周知することで漁業者の意識向上を図る。また販

路を拡大していくために漁獲物の地元認知度向上を図っていく。

【漁港能力の強化】

高度衛生管理型市場を効率的に運用し、荷捌き作業の省力化を図り、付

加価値増大、魚価向上を目指す。また、まき網漁船の水揚げ先指定による取

扱量の分散化、境港の余剰漁獲物の浜田港への陸送、休日調整など、境港

との連携強化を継続し、価格形成力強化による魚価向上を目指す。 

漁業コスト削減の

ための取組 

全漁船は、定期的な船底清掃を実施することで漁船航行時の抵抗を軽減

すると共に、出漁、帰港時の減速航行（1 ノット）を徹底することで燃油消費量

を節減し漁業所得向上を図る。また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格

の高騰に備える。 

沖合底びき網漁業においては、導入した低抵抗製漁具を使用して、引き続

き燃油消費量の削減に努める。 



8 
 

活用する支援 

措置等 

・産地創生事業（県単） 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業 

・漁業経営セーフティネット構築等事業 

・水産多面的機能発揮対策事業 

 

５年目（令和８年度） 所得向上（基準年比）１９．７％ 

（最終年度であり、今までの成果を検証するとともに、取組内容を見直しつつ、引き続き以下の取組

を確実に実施する。） 

漁業収入向上の

ための取組 

【沿岸漁業、定置漁業】 

 漁協は漁獲物の鮮度保持に関する技術研修会を開催して技術の浸透を図

っていくほか、島根県水産技術センターと連携して漁獲物の鮮度等の評価・

分析を行い、これらの結果を踏まえ、温度管理、活け締め等の取組を推進

し、漁獲物の高鮮度化を図る。併せて消費者ニーズを確認し、それに合った

出荷規格の統一によって単価向上を図る。  

また、漁業者は水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場保全の取組

を継続し、漁場環境の保全を図る。 

【まき網漁業】 

まき網漁業者は前年度の鮮度保持への評価検討を踏まえ、漁獲物の高鮮

度化を推進する。また、島根県水産技術センターと連携して行った漁獲物の

鮮度等の評価・分析について、5 年間の取組の総括を行い、今後に向けて漁

業者の意識向上を図る。 

【沖合底びき網漁業】 

 漁業構造改革実証事業に基づいて実施する漁獲物の高鮮度化とそのブラ

ンド化（「沖獲れ一番」）について、島根県水産技術センターと連携しての漁獲

物の鮮度調査、仲買人からの意見聞き取り等を行い、その結果のフィードバ

ックと併せて鮮度保持技術に関する研修会を開催し技術の浸透を図る。併せ

て、高度衛生管理型市場における漁獲物の取り扱い方法について、引き続き

漁業者への周知徹底を図る。また販路を拡大していくために漁獲物の地元

認知度向上を図っていく。 

【漁港能力の強化】                                  

高度衛生管理型市場を効率的に運用し、荷捌き作業の省力化を図り、付

加価値増大、魚価向上を目指す。また、まき網漁船の水揚げ先指定による取

扱量の分散化、境港の余剰漁獲物の浜田港への陸送、休日調整など、境港

との連携強化を継続し、価格形成力強化による魚価向上を目指す。 

漁業コスト削減の

ための取組 

全漁船は、定期的な船底清掃を実施することで漁船航行時の抵抗を軽減

すると共に、出漁、帰港時の減速航行（1 ノット）を徹底することで燃油消費量

を節減し漁業所得向上を図る。また、燃油セーフティネットを活用し燃油価格

の高騰に備える。 

沖合底びき網漁業においては、導入した低抵抗製漁具を使用して、引き続

き燃油消費量の削減に努める。 

活用する支援 

措置等 

・産地創生事業（県単） 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業 

・漁業経営セーフティネット構築等事業 

・水産多面的機能発揮対策事業 

 

（４）関係機関との連携 
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 事業実施に際しては、ＪＦしまね浜田支所、江津出張所はプランを継続するに当って、漁業者に

対して適切な指導をする。浜田市（水産振興課）、江津市（農林水産課）、島根県（西部農林水産

振興センター）は、活用する支援措置等について、JF しまねや漁業者に対して助言・指導をする。

島根県（水産技術センター）は漁獲物の鮮度等の評価・分析を行う。 

４ 目標 

（１）数値目標

漁業者一人あたり漁業所得

の向上 10％以上 

（まき網、沖合底びき網以外） 

基準年 

目標年 

平成２８－令和２年度 5 中３平均 ： 

 漁業所得（漁業者一人あたり）   円

 令和８年度 ： 

漁業所得（漁業者一人あたり）   円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

魚価の向上 

魚種 
基準年（平成２８－Ｒ２

年度 5 中 3 平均） 
目標年（令和８年度） 

マアジ（定置網） ２２１円／ｋｇ ２２７円／ｋｇ 

ヒラマサ（定置網） ４２４円／ｋｇ ４３７円／kg 

サワラ類（定置網） １９２円／ｋｇ １９７円／ｋｇ 

サバ類（定置網） ６１円／ｋｇ ６３円／ｋｇ 

ブリ（定置網） ２３０円／ｋｇ ２３７円／ｋｇ 
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ケンサキイカ（定置網） ８２４円／ｋｇ ８４９円／ｋｇ 

ケンサキイカ（沿岸漁業） １，１３０円／ｋｇ １，１６４円／ｋｇ 

ヒラマサ（沿岸漁業） ３９０円／ｋｇ ４０１円／ｋｇ 

サワラ類（沿岸漁業） ５９７円／ｋｇ ６１５円／ｋｇ 

ブリ（沿岸漁業） ３１５円／ｋｇ ３２４円／ｋｇ 

クエ（沿岸漁業） ３，９７７円／ｋｇ ４，０９６円／ｋｇ 

「沖撮れ一番」の出荷率の向上 ２．６％ ３．１％ 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

魚価の向上について、定置網漁獲物は、主として殺菌冷海水の使用による温度管理により鮮

度保持を行い、単価の上昇を図る。殺菌冷海水の使用による鮮度向上は特定魚種に偏るもので

は無いが、他漁業種類の PR 等の取組との連携を考慮に入れ、定置網漁獲金額上位の魚種のう

ち、マアジ、ヒラマサ、サワラ類、サバ類、ブリ、ケンサキイカの６魚種を対象として選定した。 

沿岸漁業漁獲物については、活け締めの普及と温度管理によって単価の向上を図る。沿岸

漁業漁獲金額上位の魚種のうち、品質管理が単価上昇に結びつきやすいイカ類、青ものや高

級魚を対象とすることとし、ケンサキイカ、ヒラマサ、サワラ類、ブリ、クエを取組の対象魚種とし

て選定した。そして、これらの対象魚種の魚価を 3％以上向上させることを目標とする。 

「沖獲れ一番」は浜田の沖合底びき網船団が取り組んでいる漁獲物ブランド化の取組で、帰

港前日の漁獲物に対して冷海水の使用等により鮮度保持を行ったものに、ブランドのシールを

貼布して出荷している。この取組に関しては仲買等から好評を得ており、10～30％程度の単価

向上効果も確認されている。 

そこで、この「沖獲れ一番」について、漁業者への指導徹底を通じて出荷率を上昇させること

を成果目標として設定することとした。現在と同様の「沖獲れ一番」の規格が定まった平成 30年

から令和 2 年までの出荷率平均を基準とし、ここから０．５％の向上を目標とする。 

以上の算出方法は実態に基づく基礎データから算出しており、妥当と考えられる。 

（詳細は別紙参照） 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

水産業成長産業化沿岸地域創出事業 省エネ型機器の導入、漁船・漁具リース事業 

未定 漁港施設の整備（機能保全）、環境改善による漁業経

費の削減化を図る 

漁業経営セーフティネット構築等事業 漁業用燃油の高騰が経営に及ぼす影響緩和 
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水産多面的機能発揮対策事業 藻場の保全事業や漂着物処理等により、漁場環境の

保全や資源の増大を図る 

水産業強化支援事業 鮮度保持の強化を図るための経年劣化した殺菌冷海

水装置や製氷施設の更新、荷捌き作業省力化のため

の施設・機器の導入 

水産業流通基盤整備事業 高度衛生管理型市場を整備し、高鮮度状態を保った漁

獲物の出荷を可能とする 
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